
商工労働企業委員会会議記録

毛利 正徳商工労働企業委員長

１ 日 時

平成３０年３月６日（火） 午前１０時５２分から

午後 ０時０７分まで

２ 場 所

第６委員会室

３ 出席した委員の氏名

、大友栄二、井上伸史、二ノ宮健治、河野成司、桑原宏史、三浦正臣毛利正徳

４ 欠席した委員の氏名

な し

５ 出席した委員外議員の氏名

な し

６ 出席した執行部関係者の職・氏名

商工労働部長 神﨑忠彦、労働委員会事務局長 太田尚人 ほか関係者

７ 会議に付した事件の件名

別紙次第のとおり

８ 会議の概要及び結果

（１）第４０号議案、第４１号議案、第５３号議案のうち本委員会関係部分、第５６号議案及

決定した。び第５７号議案については、可決すべきものといずれも全会一致をもって

（２）平成２９年７月九州北部豪雨災害及び平成２９年９月台風第１８号災害に係る復旧・復

興推進計画の進捗状況について、おおいた産業活力創造戦略２０１８の策定について、お

んせん県おおいたオンラインショップについて、企業誘致の状況について並びに人手不足

に対する追加対策について、執行部から報告を受けた。

９ その他必要な事項

な し

１０ 担当書記

議事課議事調整班 副主幹 長尾真也

政策調査課政策法務班 主査 中尾耕也



商工労働企業委員会次第

日時：平成３０年３月６日（火）本会議終了後

場所：第６委員会室

１ 開 会

２ 商工労働部関係

（１）付託案件の審査

第 ４０号議案 県有地の売却について

第 ４１号議案 県有地の売却について

第 ５３号議案 平成２９年度大分県一般会計補正予算（第９号）

（本委員会関係部分）

第 ５６号議案 平成２９年度大分県中小企業設備導入資金特別会計補正予算

（第１号）

第 ５７号議案 平成２９年度大分県流通業務団地造成事業特別会計補正予算

（第１号）

（２）諸般の報告

①平成２９年７月九州北部豪雨災害及び平成２９年９月台風第１８号災害に係る復旧・

復興推進計画の進捗状況について

おおいた産業活力創造戦略２０１８の策定について②

おんせん県おおいたオンラインショップについて③

④企業誘致の状況について

⑤人手不足に対する追加対策について

（３）その他

３ 労働委員会関係

（１）付託案件の審査

第 ５３号議案 平成２９年度大分県一般会計補正予算（第９号）

（本委員会関係部分）

（２）その他

４ 閉 会
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別 紙

会議の概要及び結果

ただいまから、商工労働企業委員毛利委員長

会を開きます。

本日審査いただく案件は、今回付託を受けま

した議案５件であります。

これより商工労働部関係に入ります。

まず、付託案件の審査を行います。

第４０号議案県有地の売却について及び第４

１号議案県有地の売却について執行部の説明を

求めます。

委員の皆さまにおかれまし神崎商工労働部長

ては、商工労働行政をはじめ県政の諸課題に対

し、御指導、御鞭撻を賜りありがとうございま

す。

本日は、付託案件の審査及び諸般の報告をそ

れぞれ５項目ずつ御説明させていただきます。

よろしくお願いします。

第４０号議案、第４１河野企業立地推進課長

号議案県有地の売却につきまして、御説明いた

します。委員会資料の１ページをお開きくださ

い。

大分流通業務団地の土地の売却についてでご

ざいます。

予定価格７千万円以上、面積２万平方メート

ル以上の県有地を売却する際には、大分県県有

財産条例第２条の規定により、契約の締結には

議会の承認が必要となっております。

これまでこの規定に該当するような売却案件

はありませんでしたが、今回２社からこの規定

に該当する分譲の申込みがあり、土地売買仮契

約を締結しましたので、承認を求めるものです。

第４０号議案は、大分流通業務団地３丁目３

番１の面積２万２，４８２．７４平方メートル、

売却予定価格、８億７，７３２万１千円の土地

を、大阪本社の運送会社センコー株式会社に売

却するものです。

平成２９年１２月１８日に立地表明を受け、

２月に仮契約を締結しました。物流倉庫の建設

を予定しており、２２名の新規雇用の予定と伺

っています。

第４１号議案は、大分流通業務団地３丁目３

番２２と２３の面積、２万９，４４４．９９平

方メートル、売却予定価格１１億４，９００万

２千円の土地を、大分市三佐に本社のある半導

体関連企業のエスティケイテクノロジー株式会

社に売却するものです。

１月３１日に立地表明を受け、２月に仮契約

を締結しました。半導体製造装置の部品製造工

場の建設を予定しており、５５名の新規雇用の

予定と伺っています。

この２件につきましては補正予算に関係する

ものですので、先議をお願いするものです。

今回の２社への分譲で、分譲率は今年度当初

の５１．６％から６４．８％と大きく進捗し、

３分の２近くの用地の分譲が完了したことにな

ります。今後も企業の設備投資動向を的確に捉

え、大分流通業務団地の早期完売に向け、引き

続き努力してまいります。

以上で、説明は終わりました。毛利委員長

これより質疑に入ります。

〔「なし」と言う者あり〕

別に御質疑等もないので、これより採決いた

します。

まず、第４０号議案について本案は、原案の

とおり可決すべきものと決することに、御異議

ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は、原案毛利委員長

のとおり可決すべきものと決定しました。

次に、第４１号議案について本案は、原案の

とおり可決すべきものと決することに、御異議

ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は、原案毛利委員長

のとおり可決すべきものと決定しました。

続きまして、第５３号議案平成２９年度大分

県一般会計補正予算（第９号）のうち、本委員

会関係部分について、執行部の説明を求めます。

第５３号議案平成２９大友商工労働企画課長
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年度大分県一般会計補正予算（第９号）のうち、

商工労働部関係につきまして御説明いたします。

お手元の委員会資料３ページをお開き願いま

す。

補正予算の概要です。

今回補正をお願いしたい額は、１３９億６，

１６６万６千円の減額補正です。

まず、表の一番上の総務費ですが、５，８２

３万９千円の減額補正です。

これは主に県庁内の高度な情報セキュリティ

対策に必要な機器の費用が見込みを下回ったこ

とによるものです。

その下の労働費ですが、１億６，９２１万３

千円の減額補正です。

これは、職業訓練委託料等が見込みを下回っ

たことによるものです。

次に商工費ですが、１３７億３，４２１万４

千円の減額補正です。

主に県制度資金の減によるものでございます。

次に詳細につきまして御説明いたします。

まず、商工労働企画課関係の主なものを御説

明いたします。

平成２９年度補正予算に関する説明書の２７

６ページをお開き願います。

事業名欄一番下の小規模事業支援事業費１，

３４４万８千円の減額は、商工会等職員の退職

などにより、補助対象職員の人件費が当初の見

込みを下回ったこと等によるものでございます。

次のページを御覧ください。

事業名欄上から３番目の被災地域小規模事業

者持続化支援事業費５，８５２万５千円の減額

は、九州北部豪雨での被災事業者の補助金額が

見込みを下回ったこと等によるものでございま

す。

なお、現時点での補助事業者数等は、九州北

部豪雨で４６事業者に５，４３３万３千円、台

風第１８号で１５４事業者に対して１億５，７

１４万２千円の見込みとなっています。

経営創造・金融課の冨田経営創造・金融課長

主なものについて御説明いたします。

引き続き、説明書２７７ページを御覧くださ

い。

事業名欄一番下の中小企業金融対策費１１０

億１，８２４万８千円の減額でございます。

当初予算におきまして、県制度資金の貸付枠

につきましては、中小企業・小規模事業者の資

金需要に十分対応できるよう準備しておりまし

た。

一方で、中小企業の資金ニーズに関しては低

金利情勢が続いており、地域金融機関のプロパ

ー資金での融資が増加していることもあって、

当初予算で準備しておりました新規融資枠を下

回る見込みであるため、所要の減額補正を行う

ものでございます。

工業振興課関係の主なもの工藤工業振興課長

について御説明いたします。

説明書の２８３ページをお開き願います。

事業名欄上から３番目のドローン産業振興事

業費２００万円の増額は、大分県ドローン協議

会と連携して、今月２２日から２４日に千葉市

幕張メッセで開催されるドローン産業の大規模

展示会に出展し、宅配の実証実験や先端技術イ

ノベーション拠点施設、本年秋に開催予定のド

ローンイベントなど本県のドローン産業振興の

取組をＰＲするためのものでございます。

次に繰越明許費につきまして、説明いたしま

す。

追加議案書の２０ページをお開き願います。

第７款商工費第２項工鉱業費、事業名欄下か

ら２番目の休廃止鉱山対策費は、豊後大野市の

旧豊栄鉱山の鉱害防止工事において、３０年度

予算での実施を予定していました施設補修工事

を、国の補正予算を受け入れ、前倒しで行うた

め、繰越しをお願いするものです。

産業集積推進室の主な稲垣産業集積推進室長

ものについて御説明いたします。

平成２９年度補正予算に関する説明書にお戻

りいただきまして、２８４ページをお開き願い

ます。

事業名欄上から２番目の戦略産業成長分野参

入支援事業費２，２５９万９千円の減額です。

この事業は、自動車や半導体、医療、エネル

ギー関連産業の雇用の場を維持拡大するために、

求職者を雇用する事業者を助成するものですが、
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当初の見込みを下回ったことによるものでござ

います。

情報政策課の主なものにつ田北情報政策課長

いて御説明いたします。

説明書の１３２ページをお開き願います。

事業名欄一番上の情報セキュリティ対策高度

化事業費１，４７６万１千円の減額でございま

す。

これは、情報セキュリティ機器の調達額が、

入札により当初の見込みを下回ったものでござ

います。

商業・サービ森山商業・サービス業振興課長

ス業振興課関係の主なものについて御説明いた

します。

説明書の２７９ページをお開き願います。

事業名欄下から２番目のがんばる商店街総合

支援事業費３２５万２千円の減額は、地域商店

街における、魅力ある店づくり研修を支援する

ための事業費が、当初の見込みを下回ったこと

などによるものでございます。

企業立地推進課関係の河野企業立地推進課長

主なものについて御説明いたします。

説明書の２８５ページをお開き願います。

事業名欄下から４番目の企業立地促進事業費

８億３，３１０万５千円の減額です。

この補助金は、新規立地企業及び増設を行っ

た企業に対して助成を行うものですが、操業開

始時期や雇用者数の要件を満たす時期が来年度

となる企業があったことから、補助金の額が当

初の見込みを下回ったものでございます。

なお、２９年度は１２社に対して補助金を交

付いたします。

次に繰越明許費につきまして御説明いたしま

す。

追加議案書の２０ページをお開きください。

第７款商工費第２項工鉱業費、事業名欄一番

下の工業団地開発推進事業費ですが、玖珠工業

団地の排水路の整備を行う大分県土地開発公社

に対して助成を行っているものです。町道の下

に排水路を埋設することとしていますが、先行

して行う町道工事が大雨や雪などで遅延したこ

とにより排水路の工事が年度内に完了できなく

なったことから繰越しをお願いするものです。

雇用労働政策課関係の後藤雇用労働政策課長

主なものにつきまして御説明いたします。

平成２９年度補正予算に関する説明書にお戻

りいただきまして、２１４ページをお開き願い

ます。

事業名欄下から２番目の離職者等能力開発促

進事業費９，１８８万５千円の減額は、訓練生

が定員を下回ったこと等により、職業訓練委託

料が当初の見込みに至らなかったことによるも

のでございます。

以上で商工労働部関係の一般会計３月補正予

算案の説明を終わります。御審議のほどよろし

くお願いいたします。

以上で説明は終わりました。毛利委員長

これより質疑に入ります。

さきほど説明がございました２１４井上委員

ページの職業訓練校の委託料が減額ということ

でございますけれども、結局、定員を下回ると

いうことは、この職業訓練校に対する魅力とい

うか、そういったものが非常に欠けているとい

うか、今の時代に合わないと、そういう状況で

はなかろうかなと思うんですけれども、その辺

のところはどうですか。

この事業は、民間の専後藤雇用労働政策課長

門学校等に委託して行う職業訓練でございまし

て、当初見込んだ定数よりかなり減っていると

いう部分は、雇用情勢の改善によりまして、訓

練を受けずに就職をする方も多いというところ

が影響いたしまして、入校者が予想よりも減っ

たという状況でございます。

結局、人手不足によって、訓練を受井上委員

けるのも、求人のそういったことが大きいので、

学校に行くまでにも至らなかったということで、

将来についてはどうなんですか。こういったこ

とが続けば、いわゆる訓練対策も考えなきゃい

けないと思うんですけれども、その辺のところ

はどうですか。

職業訓練でございます後藤雇用労働政策課長

ので、セーフティネット的に離職者が次の就職

先を選ぶのに一定のスキルを得た上で就職した

方がやっぱり定着率も高いということでござい
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ますので、ニーズが全くないというわけではご

ざいません。セーフティネットとしては引き続

き継続していく必要があるかなと思っておりま

すが、訓練内容については、産業の状況とか時

代の目線に合わせた形で、ぜひ見直しは必要で

あろうと考えております。

中身の見直しを十分かつ的確に。何井上委員

回も言いますけれども、時代に合うような訓練

をすべきだと思うんですね。旧態依然のような

ことでは絶対技術者も育たないし、魅力がござ

いません。そういうふうに感じますので、十分

心してやっていただきたいと要望いたします。

２７７ページの被災地域小規模事業三浦委員

者持続化支援事業費、今御説明いただきました、

昨年７月の九州北部豪雨、９月の台風第１８号

ということで、九州北部豪雨の関係で４６事業

所、台風第１８号で１５４事業所と聞いたんで

すけれども、減額がそれにしても５，８００万

円って大きいかなと感じておりまして、この支

援事業を予算付けしていく中で、もう少し対象

事業者とかあったんじゃないかなと思います。

あわせて、この二つの自然災害によって、事業

を継続できなかった事業所なんかはどういうふ

うに把握されているのかを伺いたいと思います。

後ほど復旧・復興の中大友商工労働企画課長

でも出てきますけれども、今おっしゃられたよ

うに、九州北部豪雨の中での小規模事業者とい

うか、中小企業者の被害３９０か所ということ

でありました。それに対して４６件で、台風第

１８号の場合が５０７件に対して１５４件とい

うことで、被害の種別が少し違うのかなと思っ

ています。県南の場合はどっちかというと面的

に広くやられた部分があるので、そういう意味

では被害の箇所数に比べて対象者が割と多くな

っているのかなと。予算を組むときにはどれく

らいを組むかということの想定もあったんです

けど、まず日田の災害のときは全然そういうこ

との想定がなかったので、ある程度何割ぐらい

かなということを見込みながらやりましたけれ

ども、やはりそれよりも少なかった。その一つ

の要因としては、やはり保険に入っていたり、

復旧の事業費は少額であったりとか、やはり慣

れていない方もいるので。少額の補助金のため

の手続、あるいはまた計画の作成ということが

あり、それであればという部分もあったかと思

います。それに対しても、我々としてはしっか

り対応しながら指導員さんに個別に回っていた

だいて、必要な情報提供をしながらサポートし

た結果、こういうことになっております。

もう一つの廃業の方の話ですけれども、津久

見は特に駅前がずっと浸水したことによって、

当初廃業する方がかなり多くなるんじゃないの

かなということを会議所、あるいは市役所でも

想定をしておりました。この事業採択を年内に

行いまして、その後、津久見の商工会議所ある

いは金融機関をずっと回らせていただいて、そ

ういった状況がどうなのかというのをつぶさに

お話をお伺いしてきました。その中で、今うち

が把握しているのは、津久見の商工会議所の管

内で６件廃業があるということを聞いておりま

す。中には、その直前に経営者の方が体調不良

になったという方もいらっしゃいますし、それ

を要因として廃業した方というのは当初心配し

たよりもかなり少なかったんじゃないかなとい

うことを、我々としてはこの補助金の効果とい

うことで考えているところです。

さきほど１３２ページの情報セキュ河野委員

リティ対策の高度化事業費が入札による減とい

う形でありました。働き方改革は県庁も否応な

く進むということで、情報化の部分については

非常に大事なポイントかなと思っています。そ

ういうふうに出退勤管理が進めば進むほど、い

わゆる通常時間内で仕事が済めばいいですけど、

そうじゃなければ基本的に何時までに帰れとい

う指示が出ると持ち帰りという形が増えてくる。

そのために、高度な情報セキュリティがないと、

個人情報を含めた行政情報が漏れてしまうとい

う危機にさらされると。そういったことについ

て、今テレワークという制度も始まっているわ

けですから、現在高度情報化セキュリティシス

テムというのが成り立っているのか。今回新た

なものを加えてさらに高度化しようという事業

だったと思うので、その辺の展開というものが

こういった減額されたということについて言う
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と、いわゆるセキュリティの壁の厚さというか、

そういったものに影響のあるような入札の減に

なっていないのかということもちょっと伺わせ

ていただきたいと思います。

今回の情報セキュリティ対田北情報政策課長

策の高度化、この事業につきましては、番号利

用事務につきましては、国からの方針で、イン

ターネット系、ＬＧＷＡＮ系、公共団体、そう

いったものと完全に切るようにという指導があ

りまして、そうした場合、番号利用事務をする

職員については、物理的にパソコンを２台持つ

という形になりますので効率的ではないという

形で、今回のこの事業で仮想で業務ができると

いう、１本の、一つのパソコンで業務ができる

というふうにした事業費でございます。今委員

がおっしゃられましたテレワークは、もう始め

ています。持ち帰りという部分はあると思いま

す。テレワークにつきましては、この閉域網と

いうか、セキュリティが保たれた通信網を使っ

て自宅から専用のパソコンで利用してもらうと

いう制度にしており、そういう形でセキュリテ

ィを保つということにしております。あと、持

ち帰りという部分は、確かにこれは今の中では

ＵＳＢとかを使わないようにと、指定されたＵ

ＳＢ以外を使わないようにとか、そういう指導

をしております。ただ、物理的な確実なものは

できていませんけれども、職員のそういうモラ

ルという部分をしっかり啓発して、持ち帰り残

業のないようにはしていきたいと思っておりま

すけれども、今回のこの高度化の部分は、さき

ほど言った番号利用事務に対する利便性を上げ

る、職員の利便性を上げるという意味でのセキ

ュリティ強化としております。

要はテレワークシステムというのは河野委員

人事課に申請をして初めて成り立つという形に

なって、一般の通常業務をやっていらっしゃる

方についてみれば、そういった機材であるとか、

システムから切り離された回線網であるとか、

そういったものというのは手に入っていないわ

けですよね。そういった中で、実際に期日が迫

った仕事を持ち帰らざるを得ないということが

実態として結構あるのではないか。そのときに

情報システムの穴が開いてしまう可能性がない

のかなということがあります。さきほどイント

ラネットとインターネットはきっちり分ける、

そういう指導が今回あったというお話を伺いま

したけれども、今後はそういった働き方改革に

向けた基本的な条件整備という形の部分が当然

必要になってくるんじゃないかと思いますので、

その辺ぜひ人事課と一緒に検討を進めていただ

きたいと要望しておきます。

ほかに御質疑等はありませんか。毛利委員長

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑等もないので、これ毛利委員長

で質疑を終わります。

なお、採決は労働委員会の審査の際に一括し

て行います。

次に、第５６号議案平成２９年度大分県中小

企業設備導入資金特別会計補正予算（第１号）

について、執行部の説明を求めます。

第５６号議案平成２冨田経営創造・金融課長

９年度大分県中小企業設備導入資金特別会計補

正予算（第１号）につきまして、御説明いたし

ます。

説明書の４０３ページをお開き願います。

今回の補正は、歳入、歳出それぞれ４，３６

９万円の増額でございまして、既決予算額との

累計は、１億６，１１７万５千円となります。

次に、歳出の主な内容につきまして御説明い

たします。

４０６ページをお開き願います。

第３目予備費１，４９８万６千円の増額でご

ざいます。

これは、事務費に充当する財源として繰越処

理している特別会計運用収入等全体から、事務

費として支出したものを除いた額がほぼ確定い

たしましたので、それを次年度に繰越処理する

ための補正を行うものでございます。

以上で説明は終わりました。毛利委員長

これより質疑に入ります。

〔「なし」と言う者あり〕

別に御質疑等もないので、これよ毛利委員長

り採決いたします。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決す



- 6 -

ることに、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は、原案毛利委員長

のとおり可決すべきものと決定しました。

続きまして、第５７号議案平成２９年度大分

県流通業務団地造成事業特別会計補正予算（第

１号）について、執行部の説明を求めます。

第５７号議案平成２９河野企業立地推進課長

年度大分県流通業務団地造成事業特別会計補正

予算（第１号）につきまして、御説明いたしま

す。

説明書の４０９ページをお開きください。

,今回の補正は、歳入、歳出それぞれ１５億６

９５９万２千円の増額でございます。既決予算

額との累計は、それぞれ２２億３２７７万３,

千円となります。

これは、さきほど御説明いたしました用地の

売却などにより財産収入が見込みを上回ったた

め、減債基金積立金を増額するものなどでござ

います。

以上で説明は終わりました。毛利委員長

これより質疑に入ります。

〔「なし」と言う者あり〕

別に御質疑等もないので、これよ毛利委員長

り採決いたします。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決す

ることに、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は、原案毛利委員長

のとおり可決すべきものと決定しました。

以上で付託案件の審査を終わります。

次に執行部より報告をしたい旨の申出があり

ましたので、これを許します。

平成２９年７月九州北大友商工労働企画課長

部豪雨災害復旧・復興推進計画及び平成２９年

９月台風第１８号災害復旧・復興推進計画のう

ち、商工業関係の進捗状況について報告いたし

ます。

まず、平成２９年７月九州北部豪雨災害復旧

・復興推進計画の進捗状況の８ページをお開き

ください。

②金融支援では、県制度資金の災害復旧融資

を適用し、１月末日現在で２５件、２億５，６

７０万円の融資を実行しました。うち罹災証明

書等を提出し、融資利率０．９％が適用された

事業者は１７件、２億２，０２０万円です。

中ほど、③早期の売上げ回復に向けた支援の

１ポツ目、本災害で創設した大分県被災地域小

規模事業者持続化支援事業費補助金で４６件、

５，４３３万３千円の支援を決定しました。

また、東京等の大規模店での県産品物産フェ

ア、坐来大分での日田、中津の食材を用いたメ

ニューフェア、首都圏の大手企業等に出向く出

張坐来などを行うことで、被災地域の商品販売

を積極的に支援しました。

今回、大きな被害を受けた④小鹿田焼の早期

復旧・復興に向けた支援は、国や日田市との連

携はもとより、企業等から組合への寄付金等も

活用して、既に１０軒の窯元すべてが生産を再

開しております。

次に、平成２９年９月台風第１８号災害復旧

・復興推進計画の進捗状況の６ページをお開き

ください。

中ほど、②金融支援ですが、県制度資金の災

害復旧融資を適用し、１月末日現在で、３８件、

２億３，７４０万円の融資を実行しました。う

ち融資利率０．９％が適用された事業者は３６

件、２億２，１４０万円です。

次の７ページをお開きください。

③早期の売上げ回復に向けた支援の１ポツ目、

大分県被災地域小規模事業者持続化支援事業費

補助金では１５４件、１億６，１６２万２千円

の申請を採択しました。特に、２５８件もの直

接被害を受けた津久見市では、県下各地の商工

会議所、商工会、中央会等の中小企業支援機関

を挙げた応援態勢で、小規模事業者の申請書類

作成を支援しました。

続きまして、おおいた産業活力創造戦略２０

１８について御説明します。

商工労働部では、本県の産業政策の方向性を

具体的に明示するものとして、おおいた産業活

力創造戦略を毎年策定しています。１４回目と

なる今回の戦略２０１８では、第４次産業革命

ＯＩＴＡ４．０の加速や、深刻化する人手不足
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といった課題に対応する新しい施策を盛り込ん

でおります。

それでは、お手元にお配りしています概要版

で説明させていただきます。

中をお開きいただいて、一番左側の全体図を

御覧ください。

戦略は三つの柱からなります。

今回の戦略では、第１の柱として中小企業・

小規模事業者の活力創造、第２の柱として産業

集積の深化と企業立地の戦略的推進、第３の柱

として人材の確保・育成と多様な担い手の活躍

推進の三つの柱で取組を進めてまいります。そ

のうち第１の柱の特徴としては、２の商業の活

性化とサービス産業の革新の（２）にある観光

関連産業の消費拡大ということで、大規模イベ

ントに対応した観光関連消費拡大やその下の３

小規模事業者の持続的な発展にあります（１）

の小規模事業者の支援強化ということで厳しい

経営環境にある小規模事業者の支援強化、また

第２の柱の３にある大分県版第４次産業革命Ｏ

ＩＴＡ４．０の加速、第３の柱にある深刻化す

る人手不足対策と働き方改革の推進等を重点的

に進めていくこととしています。人手不足につ

いては、後ほど担当課から追加対策について詳

しく御説明いたします。

ＯＩＴＡ４．０の重点的な取組として、新施

策クローズアップのページに掲載していますが、

姫島に進出したＩＴ企業を核として、様々な先

駆的なプロジェクトを展開する姫島ＩＴアイラ

ンド構想を推進します。離島や中山間地などの

条件不利地での企業立地のモデルとして発信し、

全国からＩＴ企業や人材を呼び寄せることを狙

っています。

ドローン産業の振興では、今年４月に産業科

学技術センターにオープンする先端技術イノベ

ーションラボを核としたドローンの機体やサー

ビスの開発を支援するとともに、ドローンによ

る宅配の実証実験を実施するなど、全国に本県

の取組を発信することで、西日本随一のドロー

ン拠点化を目指します。

中小企業活性化条例の改正後の初めての計画

となる本戦略のもと、県経済を支える産業の活

性化に取り組み、仕事をつくり、仕事を呼び込

む、そしてその仕事が人を育て、人を呼び込む、

地方創生の実現につなげて参りたいと考えてお

ります。

おんせん県お森山商業・サービス業振興課長

おいたオンラインショップについて御報告しま

す。

委員会資料の４ページを御覧ください。

県産品の販路拡大を図るため、百貨店や食品

商社などからバイヤーを招いてのマッチング商

談会等により取組を進めていますが、特に近年、

市場の拡大が著しいネット通販の分野において、

県産品の販路拡大等に関する包括連携協定を締

結した楽天が運営する国内有数の通販サイトの

楽天市場の中に、県公式サイトとしておんせん

県おおいたオンラインショップを開設し、３月

１日から本格的に稼働しました。

資料の１のスキーム図を御覧ください。サイ

ト運営にあたっては、ネット通販で実績がある

大分市の地場企業の大木化粧品に運営を委託し

ます。おんせん県おおいたオンラインショップ

への出品料は不要とし、販売した実績ごとにサ

イト運営会社が出品者から商品を買い取る仕組

みとしています。顧客からの代金回収はサイト

運営会社が担うほか、出店料等月々のランニン

グコストがかからないなど、事業者のリスクが

小さく、参画しやすいスキームとなっており、

現在、既に６５社３２０商品の販売を行ってい

ます。

また、この取組を県下一円に広げるため、商

工会や商工会議所等、関係団体との連携を図っ

ています。

予算につきましては、平成２９年度の域外消

費獲得支援事業予算２，０５０千円を活用して、

本格稼働にあわせた広告等を実施することとし

ており、サイト運営に対する県の負担はありま

せん。

このおんせん県おおいたオンラインショップ

の運営を通じて、域外への県産品の販路拡大を

図り、県下全域の経済活性化に努めていきたい

と考えています。

２９年度の企業誘致の河野企業立地推進課長
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状況について、御報告いたします。

委員会資料の５ページを御覧ください。

まず、上の表の右から２番目の列、２９年度

の下から３行目の合計（社数）欄にありますよ

うに、今年度は２月末日までに５１社の企業を

誘致しました。これは過去最高の誘致件数だっ

た昨年の３６件を大幅に超えています。

また、同じ列の下から２番目、雇用者数は、

２月末時点で既に１，２５９人であり、９年ぶ

りに千人を超えました。その下の投資額は、５

２２億円と昨年度から大幅に増加しており、着

実に仕事づくり・働く場の確保が進んでいるも

のと考えております。

業種別では、上から２行目の輸送用機械が２

４件と引き続き最も多くなっています。この大

半は自動車関連であり、これまでの県北部にお

ける自動車関連企業の集積がさらなる集積につ

ながっているものと考えております。表の中ほ

どのその他製造９件には、大分臨海工業地帯６

号地Ｃ－２地区に２４年ぶりに進出した企業や

玖珠工業団地に初めて進出した合板製造企業、

その下の情報通信４件の中には、離島である姫

島村の旧校舎を活用したサテライトオフィスに

進出したＩＴ企業２社が含まれています。また、

サービスには、別府市に進出の英国系高級ホテ

ルが含まれています。

次に市町村別の誘致件数ですが、下の表右か

ら２番目の２９年度欄にありますように、自動

車関連企業が集積する中津市や豊後高田市、宇

佐市が合わせて２４件と多くなっております。

大分市は１３件で、コールセンターのほか、流

通業務団地への進出が引き続き好調です。また、

今年度は、平成１５年度以降企業進出のなかっ

た津久見市に増設が１件、姫島村にも２件の進

出がありました。

今後も企業誘致を取り巻く環境変化に留意し

つつ、自動車関連を中心とした製造業の誘致を

引き続き進めるとともに、ＩｏＴ、ＡＩ等によ

り新たな価値を生み出す分野の企業誘致、条件

不利地域等におけるサテライトオフィスの誘致

に一層積極的に取り組んでまいります。

県内企業の人手不足に後藤雇用労働政策課長

対する追加対策について、御報告いたします。

委員会資料の６ページを御覧ください。

県では、若年者や女性、シニアを中心に平成

３１年度までに県内での就職者数１万８，５０

０人の確保を目標に掲げ、取組を進めていると

ころです。

しかしながら、平成２９年３月に県内の大学、

短大、高校等を卒業した人の県内就職者数は約

２００人減少しているという状況がございます

し、先日発表された１月の有効求人倍率は１．

４８倍と過去最高値を更新し、人手不足が深刻

化している状況です。

このような状況を踏まえ、追加の対策を行う

ことにより、県内就職１万８，５００人確保の

取組をさらに加速させていきます。

この取組に係る３０年当初予算案については、

今定例会に上程していますが、若年者では、学

生がインターンシップの申込みを手軽に行える

ようにマッチング専用サイトを開設するととも

に、教員や保護者へのアプローチも強化します。

働く意欲がありながら就職まで踏み出せない

方々へのさらなる後押しも行います。女性につ

いては、在宅ワークをさらに推進し、在宅ワー

カーと仕事を発注する県内企業とのマッチング

交流会の開催や働きたい女性への情報発信も積

極的に行います。

また、シニアに対しても、今年度３００人を

超す参加者があったシニア向け就職面談会を年

３回に増やすほか、職場見学会の実施等により

就職を支援します。

加えて、離転職者への就職支援として、人手

不足感の強い観光・建設・物流分野での新たな

雇用型の職業訓練を行います。

外国人人材の活用については、企業と留学生

との交流機会等を増やし、留学生への県内就職

の支援を行っていきます。

多様な担い手が働きやすい環境を作るための

働き方改革については、経営者勉強会の開催や

企業への専門家派遣による先進事例の創出等に

より、県内全域への浸透を図っていきます。

さらに、今月中に労働局と雇用対策協定を締

結し、県が進める人手不足対策や働き方改革の
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推進を共通の課題・目標として、これまで以上

に連携して取り組むこととしています。

引き続き、関係団体や労働局と連携しながら、

多様な人材に対する県内就職支援と働き方改革

による職場環境の改善等を通じて、人手不足対

策をさらに加速させたいと考えております。

以上で説明は終わりました。毛利委員長

これより質疑に入ります。

ドローンとか、そういった産業振興井上委員

等にいろいろやっていただくことは結構なこと

なんだと思いますけれども、それに加えて、私

は大分県もセルロースナノファイバーという、

いろんな今開発が研究されているわけなんです

けど、とりわけ大分大学が竹材を活用しながら

そういったセルロースナノファイバーに対して

非常に有効であるという、これはやっぱり大分

県として後押しをしてもらえないかというよう

な思いがしております。別に大分大学から頼ま

れたわけじゃございません。ですから、大分県

の推進検討協議会等を設置して、大学の支援と

か、また企業でのそういった、大分県にどうい

ったそういった思いの方がいらっしゃるかとい

うことを含めて、私はこれは大いに検討すべき、

また取り組むべき必要があると、将来非常に私

は有望だと思うんで、これは林業界だけでなく

て、やっぱりこういった企業関係を含めた、こ

ういった商工関係、この担当も大いに検討すべ

きじゃなかろうかなと思って、ぜひともひとつ

研究していただきたいと。これは要望ですけど

（「今の報告以外で」と言う者あり）、それに

加えてこのことを設置するなどして、積極的に

取り組んでもらいたいという要望でございます。

産業科学技術センターで、工藤工業振興課長

今年産総研から来ていただいている参事監がナ

ノの専門家でございますし、その人脈を使いま

して、産業科学技術センターの研究員が産総研

から指導を受けたり、産総研に行って研修発表

したりとかいうこともございますので、この辺

は産業科学技術センターの方にもしっかりフォ

ローさせていただきたいと思います。

このおおいた産業活力創造戦略を見河野委員

せていただいて、私、一昨日国東に行って地場

産業の現場を見せていただいたのですが、地場

産業としてしっかり継続するだけのポテンシャ

ルがありながら、いろんな課題に直面している

というお話を伺ってきました。昔は地場産の専

門部署がこの商工労働部の中にもあったのが、

今それが見えなくなっていて、いわゆる地域の

産業として根強い、需要のあるという、具体的

に言うと七島イの話なんですけれども、もう既

に７、８件しか実際に作られているところがな

くなって、そこも高齢化し、でも若い意欲のあ

る方が別府から御夫婦で参入されたということ

を聞きました。実際に需要があるけれども、機

械化が進んでいなくて、しかもその機械も老朽

化していて、普通のイ草を編む機械では対応で

きないという、そういった七島イの性質上、私

も初めて知ったんですけど、いわゆるリビング

誌なんかを見ると、琉球畳というのを洋風のお

部屋の中でも敷き詰めて、一部分を和室風なテ

イストにするという記事が載っている。琉球畳

というのは本当言うと七島イの部分しか琉球畳

と言わないそうなんですね。ですから、そうい

った意味で需要は非常に大きくあるんだけれど

も、とても生産が間に合わないということで、

そこの部分について支援策をと、三河市長のほ

うからも御要望いただいて、実はうちの国会議

員とも一緒にそういった部分の話をしていこう

ということで言っている最中なんですけれども。

まさにそういった大分県しか実際作っていると

ころももうなくなっているんですね。あとはと

いうことになると、中国産の品質の非常に悪い

ものしか入ってきていないという話で、やはり

高級品志向の部分で、まさに富裕層向けの商品

として非常に需要があると伺いました。

そういった意味で、地域地場産業の強みを生

かせるような戦略の中に生かし方がないのかな

というのを１点お伺いしたいと思います。

それからもう１点は、さきほどありました企

業誘致の関係なんですけれども、いわゆる北部

の自動車産業のところが非常に好調だというこ

とでありますけれども、やはり県内全体で見た

ときに、いろんな御要望があって、ようやく玖

珠工業団地等の企業進出が決まったという話が
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あった。それまでは、正にそういった地域の企

業誘致の差というものについての御質問を県議

会の中でもたくさん受けてきたんじゃないかな

と思います。今後、そういった地域別の誘致戦

略みたいなものというのは練られているのかに

ついて、この２点をお伺いしたいんですが。

まず、七島イの関係で言う神崎商工労働部長

と、国東七さんという会社が正に七島イを使っ

てコースターを作ったり、かばんを作ったりと、

ああいう取組は、地場産業振興にしても当然応

援していきたいと思いますけれども、あわせて、

例えば、クリエイティブ産業といった文脈でも

応援できると思いますし、ああいう方々が出て

きて創業されるときは創業支援という形でも応

援できると思いますので、地場産業という切り

口だけでなく、私どもはいろんなツールを持っ

ておりますので、そういった施策をうまく活用

してしっかりと応援していきたい、販路の確保

も含めて応援していきたいと思っております。

確かに、そういった地場産業を振興する部署は

なくなっておりますけれども、そこは工業振興

課を中心に部内の関係各課は連携してしっかり

応援したいと思っております。

県北や大分以外のその河野企業立地推進課長

地域についての企業誘致につきましては、やは

りそれぞれの地域の特性を生かした安定誘致を

進めていきたいと思っておりまして、例えば、

豊後大野であれば、その農林水産物を活用して

農産確保を行うような企業、こうしたところの

誘致でありますとか、また、本当に山村地域と

か、姫島もそうですけれども、離島地域のよう

な地域についてはなかなか製造業などの誘致と

いうのは難しいんですが、ＩＴ企業であれば、

インターネット環境が整えば誘致ができる可能

性がございます。そうしたところにサテライト

オフィスを設置して誘致をしていくということ

で、それぞれの地域に応じたきめ細かな戦略を

練りながら進めていきたいと思っております。

さきほど申しましたとおり、クリエ河野委員

イティブ産業の部分で、確かに女性のそういっ

た七島イを使ったインテリア、様々なものを作

っている方も一緒にお話を伺いました。正にそ

の方たちについて言うと、基本的に販路の拡大

について支援を求めていらっしゃる。そういっ

た部分について御協力できるところはないかな

ということでお伝えしてきてはいるんですけど、

それ以外に、さきほど言いましたけれども、生

産者の側が高齢化して非常に体力勝負の、株を

実際に植えていくと。これも全部手作業、さら

に７、８月という真夏の時期に刈取りをするの

も全部手作業、こういったことで、高齢者にと

ってみたら持続が本当に難しくなっている現実

があると。若い方に参入を求めてもなかなかや

っぱりそこが障壁になって厳しいと。そこの省

力化、さらには織り機についてももう３０年、

４０年使っているような専用の織り機、これは

普通のイグサの織り機では駄目なんですね。長

い上に、上と下で茎の太さが変わるものですか

ら、双方向から編み込まなきゃいけない。この

機械自体も特殊なもので、もう既に製造してい

るところもなくなっているというお話があって、

そういった部分の支援をしないとこれはもうな

くなるなと。大分がなくなったら国産の七島イ

はもう全滅だという話がありましたものですか

ら。そういった意味で、特色のあるものをいか

に生かしていくかという部分について、ぜひそ

ういった技術的な部分とか機械の部分について

も、要するにロットが少ないものですから、民

間企業ではそういったものを作ったり改良した

りということが進まないという話がありました

ものですから、こういったところこそいろんな

支援をしてしっかりと産業という形で育成すべ

きではないかなと思います。

それから企業誘致の話について言うと、地域

の首長さん方がどういう戦略を持っていらっし

ゃるかということもあり、県が幾ら言ってもな

かなか、地域がそれに対応しているのかなとい

う部分も若干聞こえてくるんです。そういった

意味でぜひ自治体との間の連携、協力関係につ

いても構築ををしっかりまたやっていただけれ

ばと要望しておきます。

災害の部分ですね、さきほど三大友副委員長

浦委員から質問がありましたけれども、小規模

事業者の持続化補助金の部分です。確認なんで
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すけど、これは以前持続化補助金をもらってい

た事業者というのは、災害は別個でもらえるわ

けですよね。以前もらったことがある事業者も、

再度この被災をしたらもらえるのか。

県が持続化補助金を始大友商工労働企画課長

めたのは災害復旧に関しては今回初めてです。

国の制度として、これまで２６年ぐらいから補

正でずっとやってきています。それとは基本的

に制度が違いますので、それでもらった方がど

うのこうのということは考えておりませんので、

それぞれ別だというふうに整理しています。

ちなみに、申請が出て採択を受大友副委員長

けられなかった事業者はありますか。

日田のときに２件ほど大友商工労働企画課長

ですかね。そもそも被害が今回の台風の被害と

はちょっと言いにくい、例えば、雨漏りをした

のでとかいう話があったときに、それは普通の

災害のときも起こり得る話じゃないですかとい

うところは御辞退いただいたりしています。あ

るいは間接被害についても、その瞬間は確かに

生産、売上げが下がりました。ただ、１か月、

２か月たつともうＶ字回復をして普通に戻って

いるので、期間としてはやっぱり短期間じゃな

くて、３か月ぐらいを見た中で回復しているの

で、これはちょっともう間接的な影響はないで

すよということで御辞退いただいた方はいらっ

しゃいます。

このおおいた産業活力創造戦略、大友副委員長

すごくすばらしい戦略ができているなと思って

おります。私、昨年事業者の方にこれを配って、

こういうのがあるんだよと説明したんだけれど、

結構知らない方が多いんですね。すごくいいこ

ういう冊子ができているんですけど、これどう

いうところに配布をしているんですか。

今年度からと言った方大友商工労働企画課長

がいいかもしれませんけど、これまではどちら

かというと県の、まずこの戦略ということとあ

わせて、県、国あるいは市町村がやっている施

策のＰＲということの両方の観点から見たとき

に、そのアピールが非常に低かったのかなとい

うことで、今年度から冊子も今作成中ですけど、

いろんな国、県、市町村の施策を載せた冊子を

作っております。例えば、それを各商工会、商

工会議所は当然ですけれども、士業の方であっ

たりだとか、金融機関を含めて、そういったと

ころにいろんな機会を活用しながら周知をする。

今幅広にそういう可能性のあるところというか、

そういう集会を行って説明のできる機会を拾い

出しているところです。

先日、国会中継を見た事業者か大友副委員長

ら小規模事業者の支援についての質問に、非常

に勇気が湧いたと、モチベーションが上がった

という声を結構聞いたんですけれども、この小

規模事業者の支援をしてもらえるという、そう

いう大枠のイメージというのはだいぶできてき

たと思うんですよ。

次の段階で、具体的にどういう施策、どうい

う支援があるのというところを広めていく上で、

こういうのをまたどんどん周知をしていただき

たいなと思います。

関連ですけど、このいわゆるチラシ井上委員

見ると、大分市が中心なんでね。別にひがんで

言っているわけじゃないんですけど、ジョブカ

フェおおいたというのが県内でも４か所ある。

この存在というのがなかなか一般の人にはどう

も周知されていないような気がするので、どこ

にあるのかとか、どれだけの活動をしているか

というのが、その辺のところでさきほど言われ

たようなことをもう少しジョブカフェとか、そ

ういったものを周知してもらう。そういったい

わゆる県内の４か所においての活動をもうちょ

っと活発に指導すべきじゃなかろうかなと思っ

たんですけど。そうすると、さきほど言われた

ことがかなり広がるんじゃないかということを

思ったので、その辺のところの強化をお願いし

たいと思います。

まず関連からですが、このおおいた三浦委員

産業活力創造戦略２０１８、昨年ですか、中小

企業活性化条例の改正もありましたし、パワー

アップした、とりわけ小規模事業者というのも

増えました。この戦略というのが中小企業、Ｉ

ｏＴ、ＡＩ人材育成、労働法制、中高年齢者の

就業と非常に幅広いので、どうやって下ろすの

かなという、私自身もやっぱり今大友副委員長
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や井上議長がおっしゃるように、検索だけでな

く、可能であればですけれども、一企業に届く

ような形でしっかり何かしてほしいなと思いま

す。それで１点要望しておきたいと思います。

それからこの中のさきほど話があったドロー

ン産業の関係なんですけれども、今年度もそう

です。新年度も振興事業費等で西日本、知事と

誰か定例県議会の提案理由の説明の中で西日本

の拠点化を目指していくとはっきり述べられて

おりました。その事業等を見ても、例えば５年

で５千機とか、５年で操縦人口を５００人とか、

いろんな開発をしていくとかと出ているんです

けれども、西日本の拠点化というのが、基準と

いうのが非常に分かりづらいなと。県の皆さん

も多分含めて、関係者の皆さん、協議会の皆さ

んも西日本に向けて、どこまでやれば西日本一

の拠点化になるんだろうなというようなところ

が、非常に子育て満足度、健康寿命、障害者雇

用率みたいに数字で表れるものではないと思う

ので、西日本一を目指していくのであれば、関

係機関、関係者に対して事業の推進をその辺を

どう図っていくのかなというのを教えていただ

きたいなと思います。

ドローンの西日本随一の拠工藤工業振興課長

点ということで、西日本随一と掲げたのは、東

日本の方では福島辺りが熱心にやっております。

ただ、西日本になりますと、私ども県以外が、

私が大分県ほど力を入れて行政がバックアップ

して民間を焚き付けているというような事例は

ないと思いましたので、西日本随一というよう

なことを標榜しておりますが、数字的な目標数

字はさっき先生もおっしゃいました。５千機だ

とか人材の育成ということをとりあえず上げて

おりますけれども、それはそれの一つの目標と

して、今後展開をしております県内の実証実験

の数でありますとか、大分県産のオリジナルの

ドローンの機体の開発だとか、あるいは県外か

らドローン関連の企業を誘致するだとか、そう

いったことを総合的に取り組んでいく中で、全

国に向けて大分県がドローンの先進地ですよと

いうことをちょっとアピールしていきたいと考

えております。

私は西日本一の拠点化を目指してい三浦委員

ただきたいなと思って、予算を見たんですけど

も、もう少し予算が付いていてもいいんじゃな

いかなと思っているぐらいだったんですけれど

も、ぜひさきほどの千葉の幕張のイベントもそ

うなんですけれども、大分県をしっかり、ドロ

ーン産業も頑張っているんだというところでア

ピールしていただきたいなと思います。要望し

ておきます。

オンラインショップについて、サイ桑原委員

ト運営に係る県の負担なしということですが、

かつ出品料・出店料無料ということで、運営委

託費は出ていないんですね。であればサイト運

営事業者というのは、どうやって儲けていくの

か教えてください。

それと県内に同じような、大分県のものを集

めたもの、若しくは市町村のものを集めてオン

ラインショップでやっている、それがどれくら

いあるか、把握されているのか教えてください。

次に大分産業活力創造戦略について不満な点

があります。

説明ではＯＩＴＡ４．０と働き方改革という

のを力強く進めるという話がありましたが、こ

のＯＩＴＡ４．０というのは元々先進的なＩＣ

Ｔの技術、ＡＩとかそういったもので、様々な

地域課題に取り組むということだったと思うん

ですが、まさに働き方改革とか人手不足の解消

が一番の課題だと思うんですが。ここを有機的

にリンクしてないのかなと。さきほど説明いた

だいたものでは、マッチング専用サイトとか在

宅ワークとか確かにＯＩＴＡ４．０につながる

ところがあると思うが、もっと有機的につなげ

るというか、執行部にそういう考え方があれば、

例えば各事業、福祉とか介護とか保育園とかで

このＯＩＴＡ４．０をどんどん進めるという発

想が出るんじゃないかと思うんですが。ここの

つながりがもっとしっかり連携していくという

考えはないのかを教えてください。

おんせん県お森山商業・サービス業振興課長

おいたオンラインショップの運営経費について

ですが、サイト運営に係る経費の負担は委託先

の大木化粧品が負うということで、これは出品
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している商品などが売れた場合、売れた価格に

３割上乗せをして、その３０％を手数料という

形で受け取り、その中からサイト運営を。

それから県内の大分県の商品を扱うサイト、

市町村のサイト全体数の把握はできておりませ

ん。

委員がおっしゃったＯＩＴ田北情報政策課長

Ａ４．０の取組ですが、委員がおっしゃったよ

うに革新的技術ＩｏＴ、ＡＩロボットなどを活

用して様々な地域課題を解決していくというの

が目的でございます。

委員がおっしゃったように大分県における課

題というと、人口減少による人手不足や働き方

改革の中でも当然使っていきます。使えると思

っていますので、事業所、いろんな中小企業さ

んにもこういった革新技術を活用していくとい

う方向で、そういった取組をしていくというこ

とで、直接の関連と書いていませんが、やはり

そこの人材確保とか働き方改革につながるよう

な技術的な部分ですね。そういった部分は当然

考えてＯＩＴＡ４．０を進めていくように考え

ております。

まずＯＩＴＡ４．０についてですが、桑原委員

連携しているというのは目に見えたほうがいい

と思います。これは本会議や予算委員会で質疑

は色々させていただこうと思いますのでよろし

くお願いします。

それからオンラインショップのほうは、実際

もうあるんですね。各市町村とかにこういうも

のを集めてやっているのが。大分県の公式サイ

トでやることによって、民業圧迫になるところ

はどういう風に考えているのかお聞きしたい。

ほかにも民間森山商業・サービス業振興課長

で運営しているもの、市町村で運営しているも

のなど色々あります。今回、大分県のオンライ

ンショップという形で作りましたけれども、こ

れは販売のチャンネルを広げるということで、

結局一箇所だけで売ってても、売上げが伸びて

ないから、同じ商品を大分県のオンラインショ

ップにも載せるということで、いろんなところ

で売れる形が広がるということで圧迫にはなら

ないと考えております。

いや、確実に圧迫になりますよ。も桑原委員

し、これを同じような考えでやるのであれば、

そういうサイトを集めて、公式のサイト作ると

か、そういうサイトを運営するのに助成すると

か、指導するとかそっちのほうでしょう。これ

は完全に民業圧迫になりますよ。もう一度お願

いします。

民間の企業の森山商業・サービス業振興課長

方には、自社でサイトを持っているものその商

品も同じようにこの形で載せくださいと。

楽天市場は国内でも３分の１、２０％を超え

るシェアを持っている市場ですから、そちらの

方でその商品の名前を売れば、実際のその企業

の商品も売れるという形になりますので、生産

者にとってはそこは売れるチャンネルが増える

ということで有利になると考えています。

民間のサイトの運営者に対してとい桑原委員

うことなんですけれども。これはいいです。や

り方がおかしいです。今後相談させていただき

ます。

ほかに、御質疑等はありませんか。毛利委員長

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑等もないので、以上毛利委員長

で諸般の報告を終わります。

この際、何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

これをもちまして、商工労働部関毛利委員長

係の審査を終わります。

執行部の皆さんはお疲れさまでした。

〔商工労働部退室、労働委員会入室〕

これより、労働委員会関係の審査毛利委員長

に入ります。

まず、第５３号議案平成２９年度大分県一般

会計補正予算（第９号）のうち、本委員会関係

部分について、執行部の説明を求めます。

労働委員会関係の補正予算につ太田事務局長

いて、御説明申し上げます。

平成２９年度補正予算に関する説明書の２１

９ページをお開き願います。

当労働委員会が関係いたします歳出科目、第
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５款労働費第４項労働委員会費について、御説

明いたします。

今回、補正をお願いいたしますのは、表の右

上にありますように、合計で６２５万３千円の

減額であります。

その内訳は、第１目委員会費につきまして、

１０７万７千円の減額であります。

その内容は、中ほどの事業名欄に記載してお

ります委員報酬が不当労働行為事件の審査等で

４３万円の増額となる一方で、運営費が１５０

万７千円の減額となるものであります。

次に、第２目事務局費につきましては、５１

７万６千円の減額であります。

主な内容は、事業名の欄にございますように、

職員の給与費が当初の見込みを下回ったこと等

によるものでございます。

以上で、説明は終わりました。毛利委員長

これより質疑に入ります。

見込みを下回るとか何とか言うけど、井上委員

見込みを下回るというのはこれだけの５００万

円とかいう金額はあなたたちに対しては少ない

かもしれんけど、もう少しやっぱり最初を、こ

ういった段階に入る前にぴしっと審査しながら、

もうちょっと慎重に考えるべきではなかろうか

なと思うんだけどね。すぐ下回るとか見込みが

どうのこうの言うけど、その辺どうですか。

今の御指摘の、特に大きいのは太田事務局長

給与費の関係が当初見込みを下回っております

けれども、これは予算を積算するときに来年度

の人事の関係がわからないときに積算をいたし

ております。今回、職員が８名のうち１人が欠

員となりまして、半年間欠員があったというこ

とで、当初の積算のときになかった要素でこう

いったことになっております。よろしくお願い

いたします。

じゃ、そういうふうに説明してくだ井上委員

さいよ。見込みが多過ぎたとか、減ったからい

いじゃないかという判断よりも、そういうこと

も説明してもらわないと分からないですよ。

分かりました。太田事務局長

ほかに御質疑等はありませんか。毛利委員長

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑等もないので、これ毛利委員長

で質疑を終わります。

これより、さきほど審査いたしました商工労

働部関係部分とあわせて、採決いたします。

本案のうち、本委員会関係部分については、

原案のとおり可決すべきものと決することに、

御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案のうち、毛利委員長

本委員会関係部分については、原案のとおり可

決すべきものと決定しました。

以上で審査は終わりましたが、この際、何か

ありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別にないようですので、これをも毛利委員長

ちまして、労働委員会の審査を終わります。

執行部の皆さんはお疲れさまでした。

〔労働委員会退室〕

以上で本日の審査は終わりました毛利委員長

が、この際、何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別にないようですので、これをも毛利委員長

ちまして、商工労働企業委員会を終わります。

お疲れさまでした。


